
平成３１年度スポーツリーダー養成講習会
兼スポーツ少年団認定員養成講習会に関わる事務処理について
申請書および事業実施報告については、＜別添各種様式＞を用いて作成して下さい。

なお、認定者名簿については、印刷した名簿とExcelデータの両方の形式にて提出して下さい。

(１)申請書　　　提出期日　　令和元年５月３１日（金）
　　＜交付申請書類：様式１-①～④、開催要項＞　※本年度用の書式を使用すること。
	様式番号
	申請書の種類
	注意事項

	様式1
	鑑文
	・＜発翰番号、年月日＞を必ず記載する。

・＜本部長印＞を押印する。

	様式１-①
	事業計画書
	・①市町村名、担当者氏名（計画書作成者）を記載する。

・②開催期日、③開催場所、④参加予定数、⑤担当講師・助手・運営係員数＞を記入する。

＊講師等の人数は、延べ人数ではなく実人数とする。
＊本年度から「ｽﾎﾟｰﾂ活動ｻﾎﾟｰﾄ情報提供ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」がなくなり、
「7.スポーツ指導者に必要な医学的知識」の時間数が、2.0時間となります。
＊1コースあたりの参加者数は、10名以上とする。

	様式１-②


	日程表


	・カリキュラムに沿った日程を計画する。

・＜市町村名、開催期日、開催場所＞を明記する。

・＜科目・担当講師（助手）・時間数＞を明記すること。

※助手がいる場合は（「運動適性テスト」「スポーツ指導者に必要な医学的知識Ⅰ」で実技を行う場合のみ）、助手の氏名も記載すること。

	様式１-②

‐ⅱ
	講師名簿
	・講師基準の適用（基準1～8の具体的な内容）を記載すること。

※役職ではなく、講師基準の適用が判断できる資格・職名等を記載する。

	様式１-③

	収支予算書
	・「経理処理基準一覧」に基づき、科目別収支額を記載する。

【収入】

参加料…参加料（9/30迄：2,160円　10/1以降：2,200円）は全コース統一とし、参加料単価を、左欄に記入する。参加予定数を記載し、収入に計上すること。

・テキスト・ワークブック代は参加料に含めず、別途徴収すること。

・市町村負担金…負担金合計額を＜合計＞欄に記入する。

	
	収支予算書
	【支出】

・謝金額…全コース、単価を10,000円とし、単価を左欄に記入

する。

・助手謝金…「運動適性テスト」「スポーツ指導者に必要な医学

的知識Ⅰ」で実技を行う場合のみ、謝金対象とする。

・消耗品…あくまでも講習会で使用する消耗品のみとし、備品は認められない。

※旅費は計上不可とする。

※対象経費総額は、補助金（11万円）と同額か上回っていること。なお、参加料・市町村負担金がある場合は、「事業費総額＝補助金＋参加料＋市町村負担金」とすること。

	その他


	開催要項
	・開催市町村毎に作成し、必ず添付すること。

・開催要項の右上にスポーツ振興くじ助成事業のロゴマークを明
記すること。

記載内容については、別紙「スポーツ振興くじ助成事業　各種
表示について」を参照。

・主催…「公益財団法人日本スポーツ協会　日本スポーツ少年団」「公益財団法人埼玉県スポーツ協会　埼玉県スポーツ少年団」を
必ず入れること。

・後援…「スポーツ庁」を必ず入れること。

・参加料の金額（9/30迄：2,160円　10/1以降：2,200円）を記載すること。


(２)事業実施報告書

提出期限：事業終了後1ヶ月以内または令和２年２月１４日(金)のいずれか早い期日まで

＜事業実施報告書類：様式２-①～⑤、開催要項＞　※本年度用の書式を使用すること。
	様式番号
	申請書の種類
	注意事項

	様式２
	鑑文
	・＜発翰番号、年月日＞を必ず記入する。

＊令和２年２月１４日までの日付とする

・＜本部長印＞を押印する。

	様式２-①
	事業実施報告書
	・①市町村名、担当者氏名（報告書作成者）＞を記載する。

・②開催期日、③開催場所、④参加者/認定者数/保留者数、⑤講師・助手・運営係員数を記入する。
※講師等の人数は、延べ人数ではなく実人数とする。

	様式２-②
	日程表

※コース毎に作成
	・＜市町村名、開催期日、開催場所＞を明記する。

・＜科目・担当講師・時間数＞を明記すること。

＊助手がいる場合は（「運動適性テスト」「スポーツ指導者
に必要な医学的知識Ⅰ」で実技を行う場合のみ）、助手の名
前も記載すること。

	様式２-②

‐ⅱ
	講師・助手・運営係員・採点者名簿
	・講師については、講師基準の適用（基準1～8の具体的な内容）を記載する。

※役職ではなく、講師基準の適用が判断できる資格・職名等を記載すること。

	様式２-③
	収支決算書
	・「経理処理基準一覧」に基づき、科目別収支額を記載する。

【収入】

・参加料…全コース統一した金額（9/30迄：2,160円　10/1以降：2,200円）とし、「参加料」欄に記入する。

・市町村負担金…＜市町村負担金＞欄に記入する。

・テキスト代金は収入・支出には、入りません。

【支出】
・講師謝金額…全コースで統一した１時間単価を10,000円と
する。
・消耗品…あくまでも講習会で使用する消耗品のみとする。
事業後の補充のための経費は事業経費として認められない。
・振込手数料…対象経費の振込みをする際にかかる経費を対象

とする。
※旅費は計上不可とする。

	様式２-④
	科目別明細表・証憑書類
	科目別明細表・証憑書類をまとめる。

【経費の書類の並べ順】
　１）様式２-④-ⅰ　謝金支払明細表／証憑書類
　２）様式２-④-ⅱ　借損料支払明細表／証憑書類
　３）様式３-④-ⅲ　通信運搬費支払明細書／証憑書類
＜証拠書類について＞

・謝金の支払いは、個人口座への銀行振り込みとなることから、振込を証明できる証憑を添付すること。個人領収書は不可。

　※個所管税務署の指導に基づき、本会指定の納付書にて所得税及び復興税の源泉徴収処理を行うこと。
・証憑書類の宛名…「公益財団法人埼玉県スポーツ協会」とする。
・発行日…平成31年4月1日～令和２年2月14日まで。

・証憑書類には、品名・単価・個数が明記されていること。

・証憑書類は「経理処理基準一覧」を参照に必要書類を全て添付すること。
・証憑書類を台紙に貼る際、重ならないように貼り付けて下さい。

・写真については、各会場の様子・看板の写真を添付すること。

看板は別撮りではなく、スポーツ振興くじ助成事業のロゴマークを含めた会場の様子、看板の写真を撮ること。看板はＡ４用紙を拡大したもので構いません。

	様式２-④


	科目別支払明細表
	単価、時間数・個数・人数等を詳細に記入する。

・全ての経費について、証憑書類を添付すること。

	様式２-⑤
-ⅰ
	参加者等名簿
	・所定の様式により、プリントした書類とデータ（Excel）の
両方の形式で提出する。
・市町村名を必ず記入する。

・参加者数・認定者数・保留者数・不合格者数を記入する。
・所属単位団名（役職員の場合は、所属市区町村名と役職名）・
単位団登録番号を必ず記入する。

	その他
	開催要項
	・開催市町村毎に作成し、必ず添付すること。

・開催要項の右上にスポーツ振興くじ助成事業のロゴマークを
明記すること。

・主催…「公益財団法人日本スポーツ協会日本スポーツ少年団」「公益財団法人埼玉県スポーツ協会埼玉県スポーツ少年団」を必ず入れること。

・後援…「スポーツ庁」を必ずいれること。

・参加料の金額（9/30迄：2,160円　10/1以降：2,200円）を記載すること。



· 認定者名簿に記載された個人情報については、公益財団法人日本体育協会において、認定者の管理を目的に使用いたします。

· 都道府県スポーツ少年団および市区町村スポーツ少年団において、日本スポーツ少年団への報告以外の目的で個人情報を使用される場合は、その旨を参加者にご通知下さい。
申請書・報告書　作成上の注意点

～
【申請書】

〔日程表〕
・助手謝金を計上する場合は、助手氏名を入れてください。

〔講師・助手・運営係員・採点者名簿〕

・講師については、講師基準1～8を満たす具体的な資格名・職業名等を記載してください。

【報告書】

〔事業実施報告書（様式2－①）〕

・「講師」「助手」の人数は、謝金の有無に関わらず実人数でカウントしてください。
→2日間または複数の科目を講義しても、謝金をもらう人が同じ人なら1名としてください。

・「参加者数」は、講習会に実際に参加した人数をカウントしてください。

（参加料を徴収していても、欠席者分は参加者数に含めないでください。）

〔日程表（様式2－②）〕

・助手がいる場合は、講師欄に助手氏名を入れてください。
・運動適性テストの、「適性」が「適正」となっているケースが多々ありますので、注意して作
成してください。
〔証憑書類〕
・宛名は必ず「公益財団法人埼玉県スポーツ協会」名とし必ず原本の提出をお願いします。

　※減免措置以外での市区町村スポーツ少年団名の領収書等及びコピーでの提出は、証憑書類とし
て認められません。

・証憑書類の発行日は、（平成31年4月1日～令和２年2月18日）としてください。
　　　支払期日がそれ以降の物は無効となります。
　　・証憑書類を台紙に貼る際、重ならないように貼り付けてください。

≪諸謝金≫
・支払いは、銀行振り込みにより行ってください。
≪会場借上≫

・支払いは、原則として銀行振り込みにより行ってください。

・領収書は必ず料金表も併せて提出して下さい。会場使用時間等の根拠となる為。

・減免措置等の関係で市区町村名での請求書、領収書となる場合は、必ず理由書を提出してくださ
い。

　理由書の提出がない場合は、無効となります。

≪消耗品≫

　　・消耗品等の納品は、使用日前までにしてください。事業終了後に補充した場合の経費は事業経費
　　　として認められません。

　　・納品書、請求書、領収書を必ず提出してください。

　　　※納品書または請求書が発行出来ない場合は、但し書きの箇所に内容や個数について、詳細に記
載していただくようお願いします。詳細がわからない領収書については、無効となります。

　　※消耗品は、認定員養成講習会で消化できる物を対象とし、他の事業で使い回しができるもの、電
　　子機器類・備品・年度を繰り越せるものについては、計上できません。また、対象外経費（雑費）
においても計上することができませんので、ご注意ください。
≪振込手数料≫
　　　・対象経費を振込む際の手数料が対象となります。
　　　・対象経費を振込んだ際にかかった手数料が分かる証憑書類を添付してください。

　　　※テキスト代を振込む際の手数料は対象外です
〔その他〕

・お弁当用申込ハガキについて、お弁当の扱いと同じになるため、対象外経費⑥雑費計上でお願
いします。
また、飲み物代を含め、飲食関係は対象外計上となりますが、お菓子代等は対象外経費として
も計上できません。
・謝金等の前払いはできません。講義を行った当日もしくは、それ以降の振り込みでお願いし
ます。
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